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較
す
る
と
、
年
少
人
口
（
０
〜　

歳
）
が

14

１
千　

人
以
上
の
減
、
高
齢
者
人
口
（　

500

65

歳
以
上
）
が
３
千
人
以
上
の
増
、
生
産
年

齢
人
口
（　

〜　

歳
）
は
３
万
人
を
割
り

15

64

込
む
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
の
財
政
へ
の
影
響
と
し
て

は
、
担
税
力
が
弱
ま
っ
た
り
、
医
療
費
の

補
助
を
含
む
高
齢
者
や
障
害
者
の
福
祉
に

か
か
る
費
用
な
ど
の
扶
助
費
の
増
加
が
考

え
ら
れ
ま
す
。

　

市
税
は
景
気
動
向
な
ど
に
も
左
右
さ
れ

ま
す
が
、
扶
助
費
は
制
度
の
改
正
や
医
療

費
の
削
減
が
な
い
限
り
増
加
し
ま
す
。

　

一
方
、
年
少
人
口
は
減
少
し
ま
す
が
、

母
子
と
児
童
の
福
祉
は
、
女
性
の
社
会
進

出
に
よ
る
保
育
所
の
需
要
や
母
子
家
庭
の

増
加
傾
向
に
よ
り
児
童
扶
養
手
当
（
７
㌻

の
※
５
）
な
ど
も
減
少
が
見
込
め
な
い
状

況
で
す
。

　

こ
の
よ
う
に
少
子
高
齢
化
は
、
中
長
期

的
に
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
需
要
の
増
大
と
税

収
入
の
減
少
と
い
う
形
で
、
市
の
財
政
に

影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
登
別
市
で
は
、
『
団
塊
の
世

代
』
の
職
員
が
ま
も
な
く
定
年
を
迎
え
る

こ
と
に
な
り
、
退
職
金
総
額
も
こ
れ
ま
で

よ
り
多
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い

ま
す
（
【
表
４
】
市
職
員
定
年
退
職
者
数

の
見
込
み
参
照
）
。

登
別
市
中
期
財
政
見
通
し
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　近年の登別市の財政状況を指標などで見てみましょう。
　実質収支額（繰越金）が比較的大きくなっていますが、前年
度の繰越金を使わずに推移している状況です。また、分母とな
る標準財政規模（毎年常に入ってくる収入（一般財源）の標準
的な額）が縮小傾向にあります。
　実質収支から見ると健全財政を維持していますが、ほかの財
政指標は悪化しており、財政の弾力性が失われつつあることを
示しています。

◎経常収支比率
　　財政構造の弾力性（余裕）を示す指標。市税や地方交付
　税など毎年常に入ってくる収入が、人件費や公債費など、
　毎年必ず支払う経費にどれだけ充てられたかを示します。
　比率が低い方が自由に使える資金が多いことになります。
◎財政力指数
　　地方公共団体の財政力を示す指数で、１に近く、１を超
　えるほど、財政に余裕があるとされています。

◎公債費比率
　　借入金の返済に使う公債費が一般財源に占める割合をい
　います。この指標は毎年の償還金が市の財政を圧迫してい
　ないかを示すものです。
◎起債制限比率
　　標準財政規模に対する公債費の割合のことをいいます。
　この数値が２０㌫ を超えると、市債（市の借入金）の借り
　入れが制限されます。
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　政府が掲げたこの改革は、
①国庫補助負担金の約４兆円程度を目途にした廃止、
　縮減などの改革
②地方交付税制度の改革
③地方への税源移譲を含む税源配分の見直し
という三つの改革を同時に進めよう、というもの。
　権限と財源の両面で地方分権を進めるともに、行
政のスリム化を目的としていますが、具体的な内容
はまだ明らかになっていません。

　【表１】

▲

実質収支の
推移（普通
会計）

▲【表２】
　主な財政指標の
　推移

１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度区　　分

７億９，０２５万４千円６億８，４９３万７千円６億７，２８４万６千円４億９，４１４万５千円４億３，２３２万８千円実 質 収 支 額（a）

１０６億２６４万円１０８億２，２５２万４千円１１１億７，６７２万６千円１１０億６，９０９万７千円１０９億６１３万５千円標 準 財 政 規 模（b）

７．５㌫６．３㌫６．０㌫４．５㌫４．０㌫実質収支比率（a/b）

１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度区　　分

８８．３㌫８７．９㌫８６．８㌫８４．６㌫８２．５㌫経常収支比率

０．４６５０．４６６０．４７５０．４９２０．５１２財 政 力 指 数

１８．７㌫１７．２㌫１６．６㌫１６．２㌫１５．９㌫公 債 費 比 率

１３．２㌫１２．７㌫１２．４㌫１２．５㌫１２．３㌫起債制限比率

【表３】登別市の人口・年齢構成の推移と今後の推計

６５歳以上１５～６４歳０～１４歳人　口区　分

１６．１㌫９，１４９人６９．２㌫３９，３９４人１４．７㌫８，３４９人５６，８９２人１９９５年

２０．３㌫１１，０９７人６６．４㌫３６，３６９人１３．３㌫７，２９１人５４．７６１人２０００年

２４．４㌫１２，７６８人６３．２㌫３３，０９３人１２，４㌫６，４６５人５２，３２６人２００５年

２８．５㌫１４，１４４人５９．８㌫２９，５９９人１１．７㌫５，７８５人４９，５２８人２０１０年

２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度

３３人２４人１９人１３人１５人１５人

【表４】市職員定年退職者数の見込み

※２０００年の人口と年齢構成は、年齢不詳者がいるため、一致しません。


